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日本の中期目標の目的

• 被害が大きくならないうちに温暖化を止める
長期目標を実現できるよう、2020年までに日本が進め
るべきことを明確化する

• あるべき日本の社会・経済へのシフトを進める
「資源エネルギー制約の時代」にも生き生きと幸せに
繁栄していく日本へ向けて

• 国際体制づくりに寄与する
米中など多排出国・途上国がともに取り組む

（他の先進国との公平性の観点など）
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（補足資料）モデルの限界

• 新しい産業の創出による効果は表現できない
• BAUが完全な姿を想定している（完全雇用etc）
→何をしてもGDPなどにマイナス影響が出る

GDPの押し下げ

実際の経済成長

新産業の創出による経済・雇用効果

2010年以降、年率1.6％の
GDP成長を前提
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（補足資料）早期対策の有効性

• 寿命の長さ→早ければ早いほど削減可能性
が大きくなる
–住宅：30年
–工場：20～30年
–自動車：10～20年

• 技術進歩とコスト削減効果
→2020年後も効果を生み続ける
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（補足資料）経済発展と排出効率： 先進国

（内閣府「世界経済の潮流 2007年秋」図2-1-8）

高い目標と大きな投資で
日本の技術力をさらに進める
チャンスである
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（補足資料）公平性の基準

「限界削減費用」：日本とカナダの一部のみ

たとえば……
• オーストラリア：1990年からの一人あたり排出量の削減
• ニュージーランド：GDPあたりの対策費用
• カナダ： 同上または限界削減費用または収入と消費の減少
• EU：４つの組み合わせ

– 一人あたりGDP
– GDPあたり排出量
– 人口トレンド
– 1990～2005年の排出の推移



7（中期目標検討委員会西岡委員資料より）

8（中期目標検討委員会西岡委員資料より）


